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2010春闘3月内決着の成果をふまえた４月段階のたたかいに向けて
日本食品関連産業労働組合総連合会
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１．連合は、3月31日に第2回賃金改定集計（3月30日）を発表した。平均方式で5,186円、1.76％（昨年対比-177円、-0.03％）となっている。昨年と同一組合比では、5,248円、1.78％で-45円、-0.01％となっている。

中小組合（300人未満妥結単純平均）では、4,060円、1.57％（昨年対比＋90円、＋0.05％）で、昨年よりわずかではあるが妥結額・率とも上回っている。目安として示した賃金カーブ確保相当分（4,500円）以上を獲得した組合は、36.7％で、昨年同時期の45.8％を9.1％下回っている。
連合・中小労働委員会は、4月段階のたたかいに向けた「妥結ミニマム基準」などについて、中小共闘センターの「確認事項」として3月31日に以下の確認を行った。

（１）設定の考え方について

中小労働者の賃金水準の低下に歯止めをかけ格差拡大を阻止するため、今後交渉し解決をめざす組合に対し、「妥結ミニマム基準」（妥結最低基準）を設ける。
（２）妥結ミニマム基準

1 定期昇給分を「妥結ミニマム基準」とする。
また、定期昇給分の算定が困難なところは、「4,500円以上」とする。
2 加えて、賃金改善分の獲得をめざす。
　　　
２．フード連合の3月31日段階の回答状況は、収拾組合が71組合（昨年同時期66組合）、平均方式で5,495円、1.84％となっており、昨年の同一組合比(加重平均)では5,495円、1.84％と額で－356円、率で－0.09％となっている。300人未満の中小組合では、4,505円、1.68％となっており、額で87円、率で0.05％昨年を上回り、一部、昨年の賃上げの凍結から5,000台の引き上げを獲得した組合もあり、中小組合が健闘している。
　　これまでの闘いで、ほぼ全組合が賃金カーブ維持分を確保するとともに、13組合がベア・賃金改善を獲得し、10組合が非正規労働者の時給の引き上げや処遇の改善を行っている。一時金の取り組みでは、34組合中25組合が昨年実績を上回り、年間の妥結月数で34組合平均5.53ヵ月、昨年同一組合比では5.56ヵ月と0.10ヵ月上回っている。また、「時短2000ゼロ」の取り組みで、休日の増など、8組合が所定労働時間短縮の改善を行っている。
　　
３．フード連合の４月段階のたたかいについては、これまでのフード連合の収拾結果や連合・中小労働委員会で示された「妥結ミニマム基準」をふまえ、

「賃金カーブ維持分を確保する。そのうえで、格差是正のためのベア・賃金改善の獲得をめざす。また、賃金カーブ確保相当分の算定が困難な組合は「4,500円以上」の獲得をめざす。」こととする。

未解決組合は、これまでの妥結結果や交渉経過を踏まえ、粘り強い交渉を展開する。加えて、賃金カーブ確保相当分が算定されていない組合は、賃金水準の低下を阻止し、「交渉に責任と目標を持つ」取り組みを進めるため、「フード連合2010春季生活闘争／ハンドブック」の活用をはかる。そのとりくみとして、①組合員の賃金実態を分析し、1歳1年間差を算出する。②組合員の賃金実態の分析が不可能な場合は、初任給と組合三役などの賃金水準から1歳1年間差を算定する。
フード連合は、今後、本部からの定期的な情報発信（ホームページ掲載）と、「中小支援拡大センター」の支援オルグ、個別組合ごとに支援・フォロー体制を強化し、業種別部会、地域・ブロック局と連携しながら、きめ細かな支援体制を行っていく。また、大手組合は引き続き、グループ企業の賃金交渉に対して必要な情報の開示をはじめとした支援に努める。
４．賃金（改善原資含む）引上げ以外の労働時間の短縮（「時短2000ゼロ」、｢時間外・休日労働の割増率の引き上げ｣）、パートの処遇改善、最低賃金の協定化と水準の引上げについてはゼロ回答で終ることなく、今春闘で一定の収拾の方向性が引き出せるよう、継続交渉を含めて、最大限の交渉を展開する。

※フード連合本部は、引き続き解決組合の状況を集約・公表し、未解決組合への支援と波及に努めます。なお、公表については、今後、フード連合ホームページでの掲載（ID/パスワード必要：問い合わせは総務局・労働局へ）のみとしFAXでの送信は行いません。
妥結・回答状況が必要な単組は労働局にお問い合わせ下さい。
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